
令和５年４月から最低制限価格の算出方法を変更します 

 
 令和５年４月１日以後に行う入札公告又は指名通知に係る入札から、最低制限価格の算出方法
を次のとおり変更しますので、入札参加等に当たりご注意ください。 

 
＜建設工事に係る最低制限価格の算出方法＞ 

 変更後 変更前 

算
定
式 

次に掲げる額の合計額とする。 

 ① 直接工事費の９７％ 

 ② 共通仮設費の９０％ 

 ③ 現場管理費の９０％ 

 ④ 一般管理費の６８％ 

予定価格の範囲内の価格をもって入札した者の価

格の低い方から10分の６の者がした価格の平均額

に 10 分の９を乗じて得た額とする。 

範
囲 

ただし、上記の合計額が予定価格に10分の 9.45

を乗じて得た額を超える場合は、10分の 9.45を

乗じて得た額とし、予定価格に 10 分の 8.95 を

乗じて得た額に満たない場合は、10分の 8.95を

乗じて得た額とする。 

ただし、その額が建設工事にあっては、予定価格に

10 分の８を乗じて得た額に満たない場合は、予定

価格に 10 分の８を乗じて得た額とする。 

 
 【算出例】 予定価格（税抜）：１４，７４０，０００円 
       ⑴ 直接工事費 ：１０，９３０，０００円 
       ⑵ 共通仮設費 ： １，２９０，０００円 
       ⑶ 現場管理費 ： １，０７１，０００円 
       ⑷ 一般管理費 ： １，４４９，０００円 
 
 ＜手順①＞ ⑴〜⑷のそれぞれの項目に所定の割合を乗じて、合計額を求める。 
       （各項目で１円未満の端数が生じた場合は切捨て） 
  ⑴ 直接工事費 ：１０，９３０，０００円×９７％＝１０，６０２，１００．０円 
  ⑵ 共通仮設費 ： １，２９０，０００円×９０％＝ １，１６１，０００．０円 
  ⑶ 現場管理費 ： １，０７１，０００円×９０％＝   ９６３，９００．０円 
  ⑷ 一般管理費 ： １，４４９，０００円×６８％＝   ９８５，３２０．０円  
                 合計 １３，７１２，３２０円（１円単位まで算出） 
  

＜手順②＞ 上限額を求める。（１円未満の端数が生じた場合は切捨て） 
   上限額：予定価格（税抜）の９４．５％ 
   １４，７４０，０００円×９４．５％＝１３，９２９，３００．０円 
 

＜手順③＞ 下限額を求める。（１円未満の端数が生じた場合は切捨て） 
   上限額：予定価格（税抜）の８９．５％ 
   １４，７４０，０００円×８９．５％＝１３，１９２，３００．０円 
 

＜手順④＞ ⑴〜⑷の合計額、上限額、下限額を⽐較し、最低制限価格を決める。 
   １３，１９２，３００円 ＜ １３，７１２，３２０円 ＜ １３，９２９，３００円 
 
    最低制限価格（税抜）  １３，７１２，３２０円 



＜建設コンサルタント業務に係る最低制限価格の算出方法＞ 
  次の表の業種区分の欄に掲げる業種の種類ごとに予定価格の算出の基礎となった同表１から

４までの欄に掲げる額（各項目で１円未満の端数が生じた場合は切捨て）の合計額とします。
ただし、その額が予定価格に 10 分の９を乗じて得た額（１円未満の端数が生じた場合は切捨
て）を超える場合にあっては、10 分の９を乗じて得た額とし、予定価格に 10 分の７を乗じて
得た額（１円未満の端数が生じた場合は切捨て）に満たない場合にあっては、10 分の７を乗じ
て得た額とします。 

業種区分 １ ２ ３ ４ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 諸経費の額に10

分の4.8を乗じて

得た額 

― 

建築関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 特別経費の額 技術料等経費の

額に10分の６を

乗じて得た額 

諸経費の額に10

分の６を乗じて

得た額 

土木関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額

に10分の９を乗

じて得た額 

一般管理費等の

額に10分の4.8を

乗じて得た額 

地質調査業務 直接調査費の額 間接調査費の額

に10分の９を乗

じて得た額 

解析等調査業務

費の額に10分の

８を乗じて得た

額 

諸経費の額に10

分の4.8を乗じて

得た額 

補償関係コンサ

ルタント業務 

直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額

に10分の９を乗

じて得た額 

一般管理費等の

額に10分の4.5を

乗じて得た額 

 
＜これまでの設定方法との⽐較＞ 

 変更後 変更前 

算
定
式 

上記のとおり 予定価格の範囲内の価格をもって入札した者の価

格の低い方から10分の６の者がした価格の平均額

に 10 分の９を乗じて得た額とする。 

範
囲 

ただし、上記の合計額が予定価格に 10 分の９を

乗じて得た額を超える場合は、10 分の９を乗じ

て得た額とし、予定価格に 10 分の７を乗じて得

た額に満たない場合は、10 分の７を乗じて得た

額とする。 

ただし、その額が建設コンサルタント業務にあっ

ては、予定価格に 10 分の６を乗じて得た額に満た

ない場合は、予定価格に 10 分の６を乗じて得た額

とする。 

 
＜共通事項＞ 
 建設工事及び建設コンサルタント業務とも経費体系の違う工事・業務をまとめて発注する場合
の最低制限価格は、各々の工事・業務で算出した数値を合算したものとします。 
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